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1．総論 

【総括判断】「県内経済は、回復に向けたテンポが緩やかになっている」   
項 目 前回（6年1月判断） 今回（6年4月判断） 

前回 
比較 

総括判断 緩やかに回復しつつある 
回復に向けたテンポが緩やかに
なっている  

（注）6年4月判断は、前回6年1月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。    

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある。生産活動は、一進一退の状況にある。

雇用情勢は、持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（6年1月判断） 今回（6年4月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
物価上昇の影響はみられるものの、回復しつ
つある 

物価上昇の影響はみられるものの、回復しつ
つある  

生産活動 
持ち直しに向けたテンポが緩やかになって
いる 

一進一退の状況にある 
 

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

設備投資 
5年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業） 

5 年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業）  

企業収益 5年度は増益見込みとなっている（全規模） 5年度は増益見込みとなっている（全規模） 
 

企業の 

景況感 
「上昇」超幅が縮小（全規模・全産業） 「下降」超に転じる（全規模・全産業） 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が持ち直す中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くこ
とが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振
れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本
市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。さらに、令和6年能登半島地震の経済に与える影響に十
分留意する必要がある。 

 

2．各論 
◼ 個人消費 「物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある」 
百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア及びホームセンターの各販売額は、前年を

上回っている。家電の販売額及び新車登録届出台数は、前年を下回っている。このほか、飲食・宿泊など
は回復しつつある。このことから、個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある。 
 
 

 



（主なヒアリング結果） 

➢ 物価高から客単価は上昇しており、客数が増えているわけではないが、売上高は前年比プラスで推移している。（百貨店） 
➢ 客数は前年比で減少しているものの、値上げによる客単価の上昇によって売上高は前年比を概ね上回っている。買い上げ 
点数が大きく減っている訳ではないが、物価高が続く中、消費者が価格の安いものを選好している印象はある。（スーパー） 

➢ 売上高・客数については、前年同期比プラスで推移。平均的に気温も高く、天候に恵まれたことから、行楽関連需要が引 
き続き堅調。客数は前年比プラスで推移。（コンビニエンスストア） 

➢ 値上げをギリギリまで行わないことが評価され、客単価は前年を僅かに上回る程度ながら、客数が二桁近い伸びとなり、 
売上高としては二桁増が続いている。客単価については、一品単価は増加しており、買上点数に減少が見られるものの、支 
払額としては微増しており、生活防衛しつつも必要なものは購入している印象。（ドラッグストア） 

➢ 12月から1月にかけて、一部完成車メーカーの問題があり、配車状況が良くない。また、昨年夏ごろから新型モデルが出
ていないこともあり、需要も一巡気味。（自動車販売） 

➢ 前年同期に旅行支援のプラス効果があった中、引き続きコロナ後のペントアップ需要が継続し、前年比で二桁のプラスを
継続。宿泊単価・稼働率が2％程度上昇した。このほか、婚礼・宴会部門が大幅増加し、全体の売上増加に貢献した。（宿泊） 

◼ 生産活動「一進一退の状況にある」 

生産を業種別にみると、食料品・飲料は増加しているものの、輸送機械、生産用機械及び化学が減少し

ていることから、一進一退の状況にある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 処理水問題による、中国市場での化粧品不買運動により、対前年同期比・前期比とも、生産量が減少している。（化学） 

➢ 当社工場の生産能力はまだ余裕があるが、完成車メーカーの生産減や、架装（トラックの荷台）メーカーの生産能力不足 
により、生産調整せざるを得ない状況になっており、損失が生じている。（輸送機械） 

➢ お弁当・お菓子類の需要が好調だったほか、価格改定効果もあり、売上は前年同期比で増加。（食料品・飲料） 
➢ フラットパネルディスプレイ製造装置（FPD）分野については、前期に引き続き市況の影響を受けて低調に推移。液晶パネ
ルの価格下落などを受けて、関連する設備投資が減少している。（生産用機械） 

 

◼ 雇用情勢 「持ち直している」 

雇用保険受給者実人員は前年を上回っているものの、有効求人倍率は概ね横ばいであり、新規求人数は

増加していることから、雇用情勢は、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ ソフトウェア開発人材を中心に、従業員が不足している。定年退職者分を、新卒採用・中途採用を強化することで補充し
ていく計画。（製造業） 

➢ 2024年問題による時間外労働減少分補填のための手当の新設、初任給の引き上げ等を行って、賃上げを図っているが、同
業他社も賃上げを行っているため、人材確保は難しい。（建設） 

◼ 設備投資 「5年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」6年1-3月期 
○ 5年度の設備投資計画額をみると、全産業で前年度比16.1％の増加見込みとなっている。業種別にみると、
製造業は同11.5％の増加見込み、非製造業は同23.1％の増加見込みとなっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ テナント入れ替えを積極的に行って、固定収益を確保していく方針であり、改装費等の設備投資は高水準となっている。

（百貨店） 
➢ 長期間、大規模な設備投資を行ってこなかったため、工場事務所の建替、工場建屋の耐震補強、生産設備更新、工場間で  
の生産設備の移管などを実施している。（製造業） 

◼ 企業収益 「5年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」6年1-3月期 
○ 5年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、全規模で前年度比13.3％
の増益見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同12.0％の増益見込み、非製造業は同15.7％の増益
見込みとなっている。 

◼ 企業の景況感 「『下降』超に転じる」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」6年1-3月期 
○ 企業の景況判断BSIをみると、全産業で「下降」超に転じている。規模別にみると、大企業は「下降」超に
転じ、中堅企業は「上昇」超幅が縮小し、中小企業は「下降」超幅が拡大している。 

◼ 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、分譲住宅、貸家のすべてが前年を下回っており、全体で前年を下回って
いる。 

◼ 公共事業 「前年を下回っている」 

○ 公共工事前払保証請負金額をみると、前年を下回っている。 
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1.個人消費

【グラフ1】

（注）全店ベース、令和6年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ2】

（注）全店ベース、令和6年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ3】

（注）全店ベース、令和6年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

神奈川 0.3 2.4 ▲ 0.2 3.3 3.0 2.1 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 6.7 1.8 ▲ 1.8 1.0 0.1 1.0 6.1

全国 6.2 8.8 5.3 9.7 8.6 7.6 5.3 5.7 7.6 10.9 8.1 5.3 6.4 4.4 5.9 13.5

▲ 5
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対前年増減率（％）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

神奈川 4.7 5.4 2.7 3.3 1.8 4.7 4.3 5.0 6.0 5.4 4.8 3.2 3.2 1.7 1.9 4.9

全国 3.8 4.7 2.8 4.0 1.7 4.4 3.2 3.8 5.2 5.1 3.7 3.4 3.6 1.8 2.4 5.5

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
スーパー販売額

百貨店販売額

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

神奈川 4.0 4.0 2.2 3.1 4.1 5.3 4.0 2.7 4.4 4.7 2.9 3.0 1.7 1.8 1.3 5.0

全国 4.8 5.2 2.2 3.5 6.0 5.3 5.5 3.6 5.2 6.3 4.0 2.2 0.1 4.2 1.6 5.4

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
コンビニエンスストア販売額
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【グラフ4】

（注）全店ベース、令和6年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ5】

（注）全店ベース、令和6年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ6】

（注）全店ベース、令和6年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

神奈川 ▲ 3.7 8.1 ▲ 1.0 ▲ 1.6 ▲ 6.3 ▲ 6.7 ▲ 4.6 0.3 6.2 14.6 3.8 ▲ 11.3 5.9 2.2 ▲ 4.1 ▲ 1.1

全国 ▲ 4.9 3.0 ▲ 1.4 ▲ 3.7 ▲ 4.4 ▲ 3.8 ▲ 4.6 ▲ 6.2 5.2 3.9 ▲ 0.4 ▲ 3.4 3.3 ▲ 3.4 ▲ 6.0 ▲ 1.4

▲ 15

▲ 10

▲ 5
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対前年増減率（％）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

神奈川 7.6 7.7 6.5 9.0 2.2 6.8 7.5 8.4 8.4 6.2 8.4 7.2 7.1 5.4 6.4 11.7

全国 9.1 9.3 8.2 9.4 7.9 8.9 9.0 9.4 10.2 7.7 10.2 10.3 8.9 5.8 7.3 11.4

▲ 5

0

5

10

15

対前年増減率（％）
ドラッグストア販売額

家電販売額

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

神奈川 1.5 4.2 3.5 1.2 0.2 4.5 ▲ 1.2 1.3 8.9 3.0 0.3 0.5 7.7 2.8 0.1 2.3

全国 ▲ 1.1 1.9 ▲ 0.4 0.2 0.3 0.4 ▲ 2.0 ▲ 1.8 5.2 0.9 ▲ 0.8 ▲ 1.5 3.1 ▲ 2.2 ▲ 1.0 1.3

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
ホームセンター販売額
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　 【グラフ7】

（注）四半期は当局試算である。 【日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会】

【参考】

（注）「家計調査」（総務省統計局）をもとに当局作成、農林漁家世帯を含む 【総務省統計局】

4-6 7-9 10-12 1-3 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

5年 6年 5年 6年

普通車【右軸】 9,494 10,695 10,716 11,809 8,532 8,980 10,969 11,087 9,119 11,879 10,240 11,418 10,490 10,747 11,064 13,615

小型車【右軸】 4,166 4,722 4,691 3,787 3,840 4,116 4,541 4,944 4,041 5,181 5,091 4,809 4,174 3,758 3,732 3,872

軽自動車【右軸】 3,688 4,190 4,484 4,219 3,445 3,488 4,131 3,892 3,727 4,952 4,669 4,666 4,116 3,878 4,118 4,660

対前年増減率【左軸】 22.6 16.7 16.2 ▲ 12.9 12.3 34.4 22.5 18.2 21.7 11.8 13.8 16.7 18.4 ▲ 0.7 ▲ 11.7 ▲ 21.8
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▲ 10

0

10

20

30

40

（台）対前年増減率（％） 乗用車新車登録届出台数（神奈川県）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

消費支出額【右軸】 309,573318,910318,277326,158 323,095318,295299,393311,032302,061331,084323,586305,346314,258335,226334,265318,052

対前年増減率【左軸】 2.9 8.1 ▲ 1.2 8.9 6.2 2.6 ▲ 3.6 10.6 8.2 17.8 ▲ 0.3 ▲ 3.3 7.8 ▲ 6.8 5.9 12.3
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家計消費支出（横浜市・川崎市・相模原市の合算、二人以上の世帯）
（円）対前年増減率（％）
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2.生産活動

【グラフ8】

　

【神奈川県】

【グラフ9】

　

※

（注）四半期は当局試算である。 【神奈川県】

一進一退の状況にある

（注）四半期は当局試算である。

4-6 7-9 10-12 1 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

5年 6年 5年 6年

生産指数 114.8 111.7 110.6 101.6 108.1 111.0 112.2 119.9 112.3 111.1 116.1 108.0 110.8 108.0 113.1 101.6

出荷指数 113.4 109.5 109.3 99.3 108.1 110.8 110.2 117.1 112.8 109.6 110.1 108.8 108.6 107.5 111.7 99.3

在庫指数 107.3 104.8 97.6 94.7 107.7 107.8 107.5 106.9 107.4 105.7 106.7 102.0 101.0 97.7 94.1 94.7
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指数（R2＝100）

4-6 7-9 10-12 1 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

5年 6年 5年 6年

化学【左軸】 96.5 113.3 108.8 105.8 108.2 115.9 104.4 84.7 100.5 105.6 117.1 117.3 109.6 107.9 108.9 105.8

輸送機械【左軸】 126.6 130.0 139.3 113.8 119.8 121.7 125.7 129.2 124.8 122.3 134.8 133.0 147.2 138.7 131.9 113.8

食料品・飲料【左軸】 91.5 92.6 93.2 95.0 91.7 93.8 87.5 95.4 91.6 91.2 93.3 93.2 93.8 94.5 91.3 95.0

生産用機械【右軸】 237.6 185.0 145.5 107.8 171.5 176.5 231.7 302.0 179.2 210.8 214.4 129.8 141.2 111.0 184.4 107.8
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工業生産指数・出荷指数・在庫指数（神奈川県：季節調整値）

業種別工業生産指数（神奈川県：季節調整値）
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3.雇用情勢

【グラフ10】

　（注）1.パートを含む。  2.四半期は当局試算である。 【厚生労働省】

【グラフ11】

　（注）四半期は当局試算である。 【神奈川労働局】

【グラフ12】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（6年1～3月期調査））】

持ち直している

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

新規求人数（神奈川）【右軸】 0.1 ▲ 0.5 ▲ 1.3 7.9 0.0 ▲ 1.6 4.3 ▲ 2.4 0.2 2.1 ▲ 5.6 4.8 ▲ 2.5 ▲ 3.5 13.9 ▲ 4.5

有効求人倍率（神奈川）【左軸】 0.92 0.92 0.90 0.89 0.91 0.91 0.92 0.92 0.92 0.92 0.91 0.91 0.90 0.88 0.89 0.90

有効求人倍率（全国）【左軸】 1.32 1.30 1.28 1.27 1.32 1.32 1.32 1.31 1.30 1.30 1.29 1.29 1.27 1.27 1.27 1.26

▲ 20

▲ 10
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20

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

（倍） 対前月（期）増減率（％）有効求人倍率・新規求人数（季節調整値）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

雇用保険受給者実人員【右軸】 25,48829,13727,16825,261 24,20324,06824,96427,43328,59730,19228,62228,74826,51126,24425,47325,048

対前年増減率【左軸】 3.8 3.8 4.4 4.3 ▲ 0.5 2.0 5.4 3.8 4.9 3.9 2.6 7.3 3.0 2.8 4.8 3.8
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（人）対前年増減率（％） 雇用保険受給者実人員（神奈川県）

7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

4年 5年 6年

全産業 23.3 28.5 31.0 30.6 28.4 30.6 34.6 30.0 27.6

製造業 14.8 22.6 20.6 24.9 20.6 21.0 25.0 21.4 18.2

非製造業 29.9 33.2 38.7 34.5 33.8 37.1 41.7 36.4 34.5

0

10

20

30

40

50

（％ﾎﾟｲﾝﾄ） 神奈川県内企業の従業員数判断BSI（業種別）

（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）
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4.設備投資

【グラフ13】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（6年1～3月期調査））】

【グラフ14】

　

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（6年1～3月期調査））】

5.企業収益

【グラフ15】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（6年1～3月期調査））】

5年度は増加見込みとなっている（全規模・全産業）

5年度は増益見込みとなっている（全規模）

16.1
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23.1
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非製造業

対前年増減率（％）
神奈川県内企業の設備投資計画（業種別）
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神奈川県内企業の売上高・経常利益（業種別）

（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

4年 5年 6年

全産業 5.7 3.8 5.2 3.7 0.2 2.4 3.6 2.2 2.2

製造業 4.4 ▲ 0.5 3.0 0.0 ▲ 4.2 ▲ 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.5

非製造業 6.7 7.3 6.9 6.3 3.4 4.5 6.5 4.2 4.2
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6.企業の景況感

【グラフ16】

　

　 【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（6年1～3月期調査））】

7.住宅建設

【グラフ17】

　

　

　（注）1.対前年増減率には給与住宅を含む。 2.四半期は当局試算である。 【国土交通省】

「下降」超に転じる（全規模・全産業）

前年を下回っている

7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

4年 5年 6年

全規模 0.6 ▲ 5.3 ▲ 6.3 ▲ 2.2 7.9 3.5 ▲ 3.9 1.0 8.7

大企業 9.8 ▲ 7.1 ▲ 4.4 ▲ 2.2 12.4 5.6 ▲ 3.4 6.1 11.7

中堅企業 1.9 0.0 ▲ 2.6 ▲ 3.3 6.5 7.0 0.7 ▲ 2.0 6.7

中小企業 ▲ 10.8 ▲ 8.6 ▲ 12.3 ▲ 1.3 4.4 ▲ 2.6 ▲ 9.0 ▲ 1.9 7.1
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（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

神奈川県内企業の景況判断BSI（規模別）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

5年 6年 5年 6年

持家【右軸】 961 981 956 785 940 878 963 1,042 847 1,177 920 1,019 958 890 811 758

貸家【右軸】 2,079 2,293 2,147 1,731 2,010 1,894 2,519 1,825 2,056 2,879 1,945 2,486 2,273 1,681 1,787 1,674

分譲【右軸】 2,520 1,935 3,052 1,734 3,342 2,487 3,100 1,972 1,172 2,710 1,923 2,943 2,963 3,249 1,569 1,899

対前年増減率【左軸】 ▲ 0.04 ▲ 14.0 20.2 ▲ 19.6 14.5 ▲ 8.4 22.8 ▲ 13.4 ▲ 36.5 29.9 ▲ 27.0 23.5 20.7 16.3 ▲ 24.1 ▲ 14.8
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（戸）対前年増減率（％） 新設住宅着工戸数（神奈川県）

現状
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8.公共事業

【グラフ18】

　（注）四半期は当局試算である。 【東日本建設業保証㈱他】

前年を下回っている

4-6 7-9 10-12 1-3 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

5年 6年 5年 6年

対前年増減率 ▲ 2.6 3.5 16.5 ▲ 14.6 16.6 ▲ 24.2▲ 5.1 ▲ 5.9 2.3 13.9 43.6 0.6 ▲ 0.1▲ 53.2 2.3 5.1
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対前年増減率（％） 公共工事前払保証請負金額（神奈川県）
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